
　戦前・戦後から高度経済成長期にいた
るまで、日本の農林水産業には資金不足
の状態が続いていました。その解消を目
指して1923年に設立されたのが、私た
ち農林中央金庫です。農林水産業者の
協同組織を基盤とする金融機関として、
全国各地の協同組織が生産者に対して
行う融資原資の供給や、個々の協同組
織では対応できない大口の資金需要に
応えてきました。基盤となっているのは

「一人は万人のために、万人は一人のた
めに」という相互扶助の精神です。

戦前・戦後の農林水産業の
資金需要に応えて

産業組合中央金庫として発足
相互扶助の協同組織を通じた融資等の

金融サービスで生産者を支援

　組合員や地域の利用者のみなさまか
らお預かりした貯金が大きく伸びてきた
1970年代以降、私たちは、農林水産業
に関連する企業への投融資や、国内短
期資金市場への資金供給、日本国債へ
の投資などを通じて、わが国の旺盛な資
金需要に応えてきました。また、1990年
代後半から、いち早くグローバルな金融
市場での国際分散投資を本格化。低金
利の環境のなかでも安定した収益をＪＡ、
ＪＦ、ＪForestなどの会員のみなさまに還
元してきました。

経済成長による
ＪＡ貯金の増加を受けて

時代の要請に応じ、
農林水産業に加えて金融市場などへの

投融資も拡大

　農林水産業へのニーズが大きく変化
するなか、消費者や外食・食品企業の求
める安心・安全な国産品を届けることが、
農林水産業の成長産業化につながると
私たちは考えています。生産者との深い
結びつきと、農林水産業関連の企業との
長年の取引関係を強みとして、1次産業
と２次・３次産業に橋を架けよう──。そ
うした取組みに2016年、本格的に着手
しました。生産する側と消費する側の双
方に多様なソリューションを提供する「食
農ビジネス」です。

農林水産業と
産業界の架け橋として

農林中央金庫

消費者・産業界のニーズ

ニーズに応える
農林水産物の供給

2016〜

1923〜
1970〜

私たちの歩み

　当金庫は、1923年の設立以来、独自の法律（当初は「産業組合中央金庫法」、その後は「農林中央金庫法」）
に基づいて運営されています。
　設立から現在にいたるまで、農林水産業を取り巻く環境変化にあわせて自らを変革しながら、約100年にわ
たり、農林水産業に携わるみなさまを支え続けています。

100年間変わらぬ使命
ー時代の要請に応じて自らを変革してきました。
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　私たちは、企業に対する環境・社会課題解決への期
待に応えていくため、サステナブル経営をスタートさせ
ました。そのうえで、私たちの事業基盤である農林水産
業をはじめ、年々深刻化する環境・社会課題への対応
や不確実性の高まりを受けて、2021年には「パーパス

（私たちの存在意義）」を定めました。
　更に足元では、この「パーパス」を実現・発揮していく
ために、私たちが中長期的に向き合っていく「重要課
題」を特定するとともに、この課題解決に向けて私たち
が中期的に「目指す姿」（中期ビジョン）を定めています。
この「目指す姿」を実現するために、私たちが日々の業
務で土台とするべき考え方を「共有価値観」として役職
員一同が共有しています。

サステナブル経営をスタート

2019〜 2024〜
中期ビジョンを策定
　これまでの100年、当金庫は農林水産業の維持・発展に強い思いをもっ
て事業運営にあたってきました。
　一方で、安定した環境は過ぎ去り、非連続な変化の時代が到来していま
す。私たちが自らのパーパスを実現・発揮していくためには、こうした変化
に柔軟かつ機動的に対応する経営が重要という考えのもと、少し先の未来

（2030年）をターゲットに、想定される環境・社会の変化からバックキャスト
する形で農林中央金庫グループ（以下「農林中金グループ」）の中期ビジョ
ンを策定しました。
　中期ビジョンで定めた5つの“ありたい姿”を経営の羅針盤に位置づけ、
事業運営にあたってまいります。
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2023
創立100周年

培ってきた強み

パーパスを実現・発揮していくための様々な経営資本
知的資本

● 受け継いできたナレッジ

101年
農林水産業を

金融で支えてきた
歴史

26年
いち早く

取り組んでいる
国際分散投資

22年
508のＪＡと32の

信農連とともに構成する
ＪＡバンクの一体的運営

社会・関係資本

● 社会・関係資本／設備資本

約1,198万人
に及ぶＪＡ・ＪF・JForest

組合員※1

138台
農村・過疎地域の

金融サービスを支える
ＪＡバンクの移動店舗

6,166店舗
全国津々浦々の

ＪＡバンク・ＪFマリンバンク
店舗数※2

財務資本

● 健全な財務基盤

人的資本

● 多様性と専門性を備えた人材

290億円 99.8兆円
総資産

A1/A
Moody’s / S&P

信用格付

4.4兆円
純資産従業員1人あたり

総資産（単体）

121人
海外留学者数

（＝ MBA/LL.M取得者数）

3,314人
従業員数

※１ＪＡ組合員数は農林水産省令和４事業年度総合農協統計表、ＪＦ組合員数は農林水産省令和４年度水産業協同組合統計表（都道府県知事認可の水産業協同組合）
JForest 組合員数は農林水産省令和４年度森林組合統計より引用しており、これらの数字を単純合計しているものです。

※２ 2024年3月末現在の農林中央金庫・JA信農連・JA・JF信漁連・JFの内国為替取扱店舗の合計

パーパス（私たちの存在意義）

ステークホルダーのみなさまとともに、
農林水産業をはぐくみ、豊かな食とくらしの未来をつくり、

持続可能な地球環境に貢献していきます

持てるすべてを「いのち」に向けて。
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